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１．は じ め に
法人税法における課税ベースである各事業年度の課税所得は，企業会計に
よって計算される企業利益を基礎として算定される。しかし，課税所得と企業
利益とは，その計算目的が異なるので，両者が完全に一致することはなく，ま
た完全に一致する必要もない。両者に差異があれば，企業利益から課税所得を
導出するにあたって，それは調整すればよい。とはいっても，両者の不一致は
少ない方がよいことはいうまでもない。そこで，昭和４２年，法人税法におい
て，収益の額及び原価や費用・損失の額は「一般に公正妥当と認められる会計
処理の基準」に従って計算されるべきことが明記されることになった（法人税
法第２２条４項）。１）
ところで，法人税法は，一定の内部意思決定を必要とする費用については確
定した決算において損金経理することを要求し，また役員退職給与等の特定の
外部取引については損金経理または所定の経理を要求している（法人税法第２
条２５号等）。この損金経理要件があるために，企業会計における処理が法人税
法の影響を受け，企業会計本来の処理を行うことの障害になることも少なくな
い。２）また，法人税法において損金に算入できないものであれば，企業会計にお
いては費用に計上すべきものであっても，それを費用として経理しないといっ
たことの遠因になっていることも否定できない。とくに，こうした傾向は，税
法への依存が強い中小企業に多くみられる。
ところで，近年，企業会計と税務会計との乖離は広がりつつある。その背景
には，企業会計において新会計基準が続々登場し，しかもその多くは時価－実
現可能を基軸とした将来指向会計であるのに対して，法人税法が債務確定基準
の適用を強めていることがある。
そこで，本稿は，法人税法における主に退職給与引当金の取扱いの変遷をた
どり，企業会計と税務会計との差異が広がりつつあることのインプリケーショ
ンを明らかにしようとするものである。
２．課税ベースの拡大と税収の中立性
平成８年度の政府税制調査会・法人課税小委員会報告（以下，「課税小委員
会報告」という。）は「課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる」という基
本方針を表明し，その方針のもとで法人税法改革に着手した。この法人税率引
き下げの背景には，わが国の法人課税の税率（調整後の表面税率）が他国と比
べて相対的に高く，そのことが多くの企業に重税感を与え，産業の空洞化を招
くばかりでなく，外国からの投資の障害になっているという認識があった。
経済のグローバル化が進行する中にあって，企業が投資先を選択するにあ
たっては，各国の実質的な税負担水準を比較することは容易でないことから，
表面税率の比較によって判断することが多いといわれる。もしもわが国の法人
税の表面税率が諸外国のそれよりも高ければ，海外からのわが国への投資意欲
が減退するばかりでなく，わが国企業は海外子会社の利益を配当という形で還
流させることなく，外国での再投資を加速し，わが国経済の空洞化を招くこと
になる。そこで，こうした国際的な経済競争問題を解消するためには，法人税
の表面税率を引き下げることが必要であると判断されたのである。
ところで，企業にとっての税負担，見方を変えれば，政府にとっての税収
は，基本的には，課税ベースに税率を乗じて求められる。したがって，税率を
引き下げても，課税ベースを拡大すれば，税率引き下げによるマイナスは課税
ベース拡大によるプラスによって吸収され，従前の税収を確保することができ
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る。これが税収の中立性である。そこで，課税小委員会は，課税ベースの適正
化を謳い文句にしながらも，財政難の折，税率を引き下げる一方では，課税ベ
ースを拡大することによって，税収を確保する「税収の中立性」を税制改正の
骨格としたのである。
しかし，「税収の中立性」は，直ちに個々の法人間および産業間での「税負
担の中立性」につながるものではない。確かに，税率引き下げの効果はすべて
の法人に等しく及ぶが，個々の法人や産業間において，課税所得計算の構成要
素である益金および損金の構成にバラツキがあり，課税ベース拡大の影響は法
人や産業によって異なることになる。課税小委員会も，狭い課税ベースの下で
相対的に高い税率で課税すれば，広い課税ベースの下で低い税率で課税する場
合に比べて，一般的には，所得をより多く生み出す生産性が高い高収益企業に
税負担が集中することになると述べて，３）課税ベースの広狭が企業間の税負担に
与える影響にはバラツキがあることを認めている。
バブル経済が崩壊し，新たな高収益企業の育成が喫緊の課題となっていた当
時のわが国においては，ベンチャービジネスをはじめとして「所得をより多く
生み出す，生産性の高い企業」を育成することが急務であり，そうした企業に
対する税負担を軽減し，税制面から支援することが求められていたのは確かで
ある。しかし，法人企業全体の税負担が中立であり，ゼロサムであるとすれ
ば，「所得をより多く生み出す，生産性の高い企業」の税負担が軽減されると
すれば，その負担軽減分はその他の「所得をあまり生み出さない，生産性の低
い企業」が負担することになる。
周知のように，わが国では，ほぼ７０％近くの法人が赤字に陥っており，４）こ
うした状況のもとで課税ベースの拡大が行われれば，黒字法人の黒字幅が拡大
するだけでなく，赤字法人が黒字法人に転換し，法人税等の負担が新たに生じ
るケースも出てくることになる。また，中小企業の多くが赤字法人であること
を考えれば，課税ベース拡大は，わが国経済の裾野を支え，収益力の悪化に悩
む中小企業に新たな税負担をもたらす可能性があることに留意しなければなら
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税率引下げと課税ベース拡大の効果と影響
ない。もちろん，課税ベース拡大による税の負担増は，中小企業にかぎらず大
企業に及ぶことはいうまでもないが，収益力の低い中小企業に対して相対的に
重い税負担がかかってくる可能性は否定しえない。ここに，税負担の非中立性
が生じる。わが国の経済が多くの中小企業によって支えられていることを考え
れば，課税ベース拡大の影響が，どちらかといえば生産性の低い中小企業に及
ぶことを避ける必要があるように思われる。
こうした法人税率の引き下げと課税ベースの拡大という課税小委員会の提示
したスキームがもつ光と陰の側面を示したのが次図である。
３．法人税率の国際比較とわが国の推移
法人税率の引下げと課税ベース拡大は，１９８０年代半ば頃から見られる世界
的な税制改革の潮流であり，アメリカをはじめ，イギリスおよびドイツ等の多
くの先進諸国において行われている。たとえば，アメリカでは，１９８６年に「レ
ーガン税制改革」として行われ，特別措置等の廃止によって課税ベースを拡大
するとともに，法人税率を４６％から３４％に引き下げている。同じように，イ
ギリスやドイツにおいても，１０％を超える法人税率の大幅な引下げが行われ，
その経済効果も大きかったといわれている。５）
これに対し，わが国における課税ベース拡大にともなう法人税率の引き下げ
は，平成１０年度及び１１年度の二段階で行われた。平成１０年度の税制改正に
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税 率 区 分 改正前 １０年改正 １１年改正
基 本 税 率（留保分） ３７．５％ ３４．５％ ３０．０％
中小企業の軽減税率（留保分） ２８．０％ ２５．０％ ２２．０％
税制改革と法人税率の引下げ
日 本 アメリカ フランス ドイツ イギリス 中 国 韓 国
税 率 ３０．０％ ３５．０％ ３３．３％ ２９．０％ ２８．０％ ２５．０％ ２２．０％
法人税（国税）の税率比較
おける法人税率の引下げは，課税ベースの拡大にともなって行われたものであ
り，その引き下げは３％にすぎず，きわめて小幅であった。その結果，その経
済に及ぼす効果は限定的であり，税制面から企業の国際競争力増強を支援する
のに十分とはいえなかった。６）
そこで，翌年（平成１１年）度の税制改正において，税の国際競争力を本格
的に確保するために，第二次の法人税率の引き下げが行われることになった。
この第二次の引き下げは，基本税率４．５％，中小企業の軽減税率３％の引き下
げが行われ，その結果，次表に示すように，第一次および第二次を合わせた引
き下げは，基本税率７．５％，中小企業の軽減税率６％の引き下げが行われた。
ところで，各国の法人税率（国税）は次表のようになっており，わが国の現
行法人税率の水準は，アメリカおよびフランスより低く，ドイツ，イギリス，
中国および韓国より高く，ほぼ中位の水準にある。
次ページのグラフは，わが国における戦後の法人税率の推移を示したもので
あり，その時々の財政政策や財政事情によって，大きく変化していることがわ
かる。また，法人税，所得税および消費税等は独立した税目ではあるが，税収
確保という面では補完的な関係にあり，所得税や消費税等の他の税制の動向か
らも強い影響を受けていることが窺われる。たとえば，昭和４５年，昭和４９
年，昭和５９年の所得税の減税が行われた年度には，その税源を確保するため
に，法人税率の引き上げが行われたのである。他方，平成元年，消費税が導入
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されたことにともない，所得税率とともに法人税率の引き下げが行われた。そ
して，課税バース拡大にともなって，平成１０年度及び１１年度の二次にわたる
法人税率の大幅な引き下げが行われた。
４．課税ベースの見直しの視点
わが国の法人税法によれば，法人の課税ベースである課税所得は益金から損
金を控除した差額として計算される（法２２条）。この課税所得計算の構成要素
である益金と損金は前述したように，「一般に公正妥当と認められる会計処理
の基準」によって認識・測定された収益および費用・損失に基づいて計算され
る。したがって，公正・中立で透明性の高い税制を構築するためには，基本的
には，収益および費用・損失の認識・測定はどうあるべきかという会計の視点
からの検討が必要であり，また重要である。
そこで，課税小委員会は，企業業績を，その実態に即して，的確に把握し課
税することが重要であるとの基本的な考え方から，次の７つの視点から課税ベ
ースの見直しを行った。
 費用又は収益の計上時期の適正化
税制の立場から，各年の企業業績を的確に把握，確定するため，費用又
は収益の計上時期の適正化が必要である。
 保守的な会計処理の抑制
商法・企業会計原則においては，いわゆる保守主義の観点から，企業の
健全性に配慮した会計処理方法を規定している。これは，費用や損失の計
上を収益の計上よりも優先させるものとなっており，法人税法において
は，課税所得計算の適正化を確保する観点から，過度に保守的な会計処理
を抑制する必要がある。
 会計処理の選択制の抑制・統一化
会計処理方法の選択制は，商法・企業会計原則の面からは合理性がある
としても，課税所得計算に差異をもたらし，同様な条件の下にある企業間
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に税負担の格差をもたらすことになる。課税所得計算の裁量性を抑制し，
制度の透明性の向上と企業間の税負担の格差の是正を図る観点から，法人
税法においては，会計処理の選択制の抑制・統一化が必要である。
 債務確定主義の徹底
費用の計上時期の適正化を図る場合においても，課税の公正・明確化の
観点から，不確実な費用や長期間経過後に発生する費用の見積り計上は，
法人税法においては，これを極力抑制する必要がある。
 経費概念の厳格化
法人が支出する「経費」の中には，事業遂行上通常必要とされないもの
も含まれているおそれがあるので，法人税法においては，経費概念を従来
以上に厳格に捉える必要がある。
 租税特別措置等の一層の整理合理化等
産業間・企業間の中立性の確保の観点から，租税特別措置等の一層の整
理合理化が必要である。また，利用者が特定の者に偏在している措置につ
いては，これを極力抑制し，真に必要性があるものに限る必要がある。
 国際課税の整備
経済の国際化が進展する中で，租税回避を防止する等の観点から，移転
価格税制，タックス・ヘイブン税制，外国税額控除制度の適正化等，国際
課税のより一層の整備を図る必要がある。
上記のうち，の費用または収益計上の適正化からの経費概念の厳格化ま
での５項目は，どちらかといえば，「公正妥当な会計処理」を改めて促進する
ことにより，課税ベースである課税所得の計算を適正化しようとしているもの
である。これに対して，の租税特別措置の整理合理化およびの国際課税の
整備は，特定業界の優遇や国際的な取引を通じた租税回避を抑制し，課税の公
平性を担保しようとする意図をうかがうことができるが，その背後には，課税
ベース拡大によって税収を確保しようとする強い意図もうかがうことができる。
いずれにしろ，会計処理が変更されれば，課税ベースである課税所得の計算
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は影響を受けることになるが，その影響はア恒久的なものとイ一時的なものと
に類型化することができる。前者は益金に算入される収益または損金に算入さ
れる費用・損失そのものの範囲を縮小または拡大するものであり，その差異は
永久に解消されることはない。これに対して，後者は収益または費用・損失を
益金または損金に算入する時期を前転または後転させるものであり，その差異
は一時的なものであり，いずれは解消される性格のものである。言い換えれ
ば，前者が課税所得概念そのものの変更をもたらすものであるのに対して，後
者は課税所得の帰属年度を変更するにすぎない。確かに，益金または損金の概
念そのものに踏み込んだ税制改正を行うためには，課税所得概念そのものまで
踏み込む必要がある。しかし，課税小委員会の税制改正の目的が，国際水準な
みの法人税率のもとで，既存の税収を確保する「税収の中立性」を意図してい
たことを考えれば，こうした措置はやむをえないものであったものと思われる。
ただ，前述したように，収益（益金）および費用・損失（損金）の取扱い変
更の影響はすべての企業にとって必ずしも中立的ではないので，この税制改正
によって相対的に有利となった企業と不利になった企業とがあることにも留意
しなければならない。
５．課税ベース検討の細目
税制調査会・課税制度検討小委員会が検討した主要項目は，収益の計上基
準，費用の計上基準，資産の評価，減価償却，繰延資産，引当金，法人の経
費，租税特別措置，金融派生商品，欠損金の繰越し・繰戻し，法人間配当，企
業分割・合併等，同族会社に対する留保金課税，公益法人等の課税対象所得の
範囲，保険・共済事業の課税所得計算，国際課税，事業の外形標準など，広範
かつ多岐にわたっている。
これらの項目のうち，課税ベースの計算に直接影響を及ぼすものについて，
課税小委員会が示していた考え方と当該各項目のその後の取扱い（平成２１年
３月３１日現在）をまとめたものが次表である。
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課税小委員会における検討項目と取扱い
個別検討項目 検討結果の要旨 その後の取扱い
１．収益の計上基準
 工事収益 工事進行基準を原則的な収益の計
上基準とする。
長期大規模工事については，工事
進行基準により計上する。
長期大規模工事以外の工事につい
ては工事進行基準と工事完成基準
との適用選択が認められる。
 割賦販売収益 金利相当部分を除き，引渡し時に
収益を計上する。
長期割賦販売等については延払基
準が認められる。
２．費用の計上基準
 短期前払費用 １年以内に役務が提供される地代
家賃，リース料等について，なん
らかの支払時損金算入を制限する
必要がある。
収益と対応させる必要があるもの
を除き，その支払った金額を継続
して，その事業年度の損金の額に
算入しているときは，支払時に損
金算入が認められる。
 支払利息 資産取得に要した支払利子の取得
原価に算入する。
棚卸資産，固定資産取得のための
借入金利子は，取得価額に算入し
ないことができる。
３．資産の評価
 棚卸資産の評価 後入先出法を廃止する。
切り放し低価法を廃止する。
洗替え低価法は容認する。
後入先出法は廃止された。
棚卸資産は洗替え低価法により評
価することを原則とするが，一定
の要件を満たす場合は切り放し方
式が認められる。
 有価証券の評価 低価法を廃止する。ただし，洗替
え低価法は容認する。
低価法は廃止された。
売買目的有価証券は洗替法による
時価法により評価する。
売買目的以外の有価証券は原価法
で評価する。
４．減価償却
 償却方法 建物・構築物の償却は定額法に限
定する。
機械及び装置，器具及び備品等に
ついては，定率法も認める。
営業権については，均等償却に改
める。
建物については定額法により償却
する。なお，建物の耐用年数は１０％
～２０％短縮された。
建物以外の固定資産については定
額法と定率法との選択が認められ
る。なお，定率法の償却率は，定
額法の償却率（１／耐用年数）を
２．５倍した数とする２５０％償却法が
導入された。
鉱業用減価償却資産については，
定額法，定率法，および生産高比
例法の選択が認められる。
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無形減価償却資産については定額
法により償却する。
鉱業権については定額法および生
産高比例法の選択が認められる。
リース資産はリース期間定額法に
より償却する。
 耐用年数 あまり長期に過ぎるものについて
は，短縮する。
耐用年数の見直しが行われ，大方
の資産の耐用年数は短縮された
が，一部の資産の耐用年数は延び
ている。
 償却限度額 耐用年数との関連もあり，慎重に
対応する。
償却可能限度額及び残存価額が廃
止され，帳簿価額が「１円」にな
るまで償却可能となった。
 少額減価償却資
産
総額制限を設ける等何らかの見直
しを行う。
使用可能期間が１年未満又は取得
価額が１０万円未満の資産（少額減
価償却資産）については，事業の
用に供した事業年度で全額損金に
算入することができる。また，取
得価額が２０万円未満の資産（一括
償却資産）は，３年間で損金算入
することができる。
取得価額が３０万円未満の租税特別
措置法上の少額減価償却資産（青
色申告法人である中小企業者の
み）は事業の用に供した事業年度
で全額損金に算入することができ
る。ただし，当期に事業の用に供
した少額減価償却資産の取得価額
の合計額が３００万円に達するまで。
 リース資産 ファイナンスリース取引の実態を
踏まえ，所要の見直しを行う。
ファイナンスリース取引につい
て，所有権の移転の有無にかかわ
らず売買処理方式による。
５．繰延資産 任意償却とされている社債発行差
金については，社債の償還期間に
わたって均等に償却する。
社債発行差金を除く会計上の繰延
資産は任意に償却することができ
る。
税法独自の繰延資産及び社債発行
差金は均等償却による。
６．引当金
 基本的考え方 公平性，明確性という課税上の要
請からは，不確実な費用・損失の
見積計上は極力抑制する必要があ
る。
 貸倒引当金 法定率によって繰入限度額を計算
することができ，適正な費用・損
失の見積を超えた引当金となって
いるおそれがある。
法定率制度を平成１０年度から平成
１４年度までの間に段階的に廃止
し，実績率により計上する。（た
だし，中小法人等については法定
課税ベースの拡大の企業会計への影響 １９１
法定率制度を廃止し，実績率のみ
を適用する。
率制度を存置し，実績率との選択
適用が認められる。）また，債権
償却特別勘定は貸倒引当金制度に
包含されることになった。
 賞与引当金 給与の支給形態に対し，結果とし
て何らかの影響を及ぼしているお
それがある。これらの引当金は，
産業間・企業間の実質的な税負担
の格差を生み出し，非中立的な影
響を及ぼしているおそれがある。
社会的な意義，影響等を視野に入
れて，見直しを行う。
賞与は実際の支払日の属する事業
年度の損金とする。
賞与引当金は廃止され，支給日の
属する事業年度の損金とされる。
ただし，改正前の損金算入限度額
については，平成１０年度から平成
１４年度までの５カ年間で漸減し，
廃止された。
 退職給与引当金 給与の支給形態に対し，結果とし
て何らかの影響を及ぼしているお
それがある。これらの引当金は，
産業間・企業間の実質的な税負担
の格差を生み出し，非中立的な影
響を及ぼしているおそれがある。
社会的な意義，影響等を視野に入
れて，見直しを行う。
退職が間近に迫っている年齢層の
従業員に対する退職金に焦点を当
て，それを引当金の累積限度額に
反映させ，現行水準を引き下げる。
平成１０年度改正により，累積限度
額の要支給額に対する割合が段階
的に引き下げられてきたが，１４年
度改正により退職給与引当金その
ものが廃止された。
 製品保証引当金 公平性，重要性等の点で問題があ
り，廃止する。
廃止された。ただし，改正前の損
金算入限度額については，平成１０
年度から平成１４年度までの５カ年
間で漸減し，廃止された。
 返品調整引当金 重要性の観点から見直しを行う。 従来どおり，計上が認められてい
る。
 特別修繕引当金 特別に取り扱うことの妥当性と
いった諸点について，見直しを行
う。
特別修繕引当金は廃止されたが，
特別修繕準備金として租税特別措
置法に盛り込まれた。
 準備金 特定の産業を振興するためのもの
となっている準備金や期間損益の
調整に過ぎないものとなっている
準備金は廃止する。
廃止された準備金
・プログラム等準備金
・特定都市鉄道整備準備金
・自由貿易地域投資損失準備金
継続されている準備金の例
・海外投資等損失準備金
・金属鉱業等鉱害防止準備金
・特定災害防止準備金
・新幹線鉄道大規模改修準備金
・原子力発電施設解体準備金
・保険会社等の異常危険準備金
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・特別修繕準備金
・社会・地域貢献準備金
・その他
上記の項目の検討は，課税ベースの適正化を目指して行われたものである
が，費用化の範囲を狭め，しかも損金計上の後転，言い換えれば所得の期間的
前転を伴うものが多く含まれているといわれている。７）まさに，その実態は課税
ベースの拡大である。８）その象徴的なものの一つが引当金の取扱いである。課税
小委員会の報告が公表された平成８年当時，法人税法では，貸倒引当金，賞与
引当金，退職給与引当金，製品保証等引当金，返品調整引当金及び特別修繕引
当金の６つの引当金が認められていたが，公平性，明確性という課税上の要請
から，不確実な費用・損失の見積計上は極力抑制するという基本的な考え方が
貫かれ，平成２０年度の法人税法で認められている引当金は，貸倒引当金と返
品調整引当金にすぎず，発生主義会計の代表的な存在である引当金は壊滅に近
い状態にあるといっても過言ではない。ここにも企業会計と税務会計との距離
がますます広がりつつある現実を知ることができる。
６．引当金に対する基本的考え方
課税小委員会は，課税の公平・明確化の観点から，不確実な費用や長期間経
過後に発生する費用の見積計上は極力抑制し，債務確定主義を徹底する必要が
あると考え，引当金の縮小・廃止を指向した。この点について課税小委員会は
次のように述べている。
近年の国際的な会計基準の動向をみると，費用収益対応の考え方に立っ
て企業の財政状態や経営成績を測定・開示する方法から決算期末の資産・
負債の金額を確定することによってこれらを測定・開示する方法に比重が
移ってきている。今後，我が国企業会計においても，こうした会計処理方
法が採り入れられていく可能性がある。この方法によれば，従来以上に資
課税ベースの拡大の企業会計への影響 １９３
産・負債を確定するために見積りの要素が増え，また，長期の潜在的な債
務についてもできる限り財務諸表に計上することが求められることになる
と考えられる。しかし，こうした情報開示のための企業会計上の要請と，
公平性，明確性という課税上の要請には違いがあるので，税制が企業会計
上の処理に合わせることには限界があると考える（委員会報告６．）。
費用収益アプローチから資産負債アプローチへのシフトが国際的な会計基準
の動向であり，それは会計基準のコンバージェンスが進行する中では，わが国
の会計基準に取り入れられることになれば，資産および負債を公正な価値（時
価）で評価するケースも多くなり，その結果，会計計算に見積り要素が多く介
在することになる。しかし，税法の立場では，所得計算に見積りの要素が介在
することは，課税の公平性，明確性の観点から望ましいことではなく，企業会
計の基準に合わせた処理を行うことに限界があると考えられた。まさに，企業
会計のベクトルと税務会計のベクトルとは正反対に向かっているといえよう。
いずれにしろ，税務会計は債務確定主義をより徹底した結果，現在では，損
金に算入できる引当金は貸倒引当金と返品調整引当金の２つに限定され，従来
損金算入が認められていた賞与引当金，退職給与引当金，製品保証等引当金及
び特別修繕引当金９）の５つの引当金は廃止されることになった。
廃止された引当金のうちで，課税所得計算に大きな影響を与えたものの一つ
が退職給与引当金であり，それは，また，新会計基準において大きな思考の転
換を求められたものでもある。そこで，退職給与引当金の法人税法における取
扱いの軌跡をたどることは税務会計のあり方の解明に有益であると思われる。
７．退職給与引当金の取扱い
退職金を支給するかどうかについては法的な義務はなく，専ら労使の合意に
委ねられているが，就業規則や労働協約によってあらかじめ支給条件が定めら
れていれば，「賃金」（労働基準法第１１条）に該当するものと解されている。
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このように考えると，退職金は賃金の後払いの性格をもっており，その支払い
時点で支給額を費用に計上することは現金主義会計であり適切ではない。退職
給付の支給原因は各年度の従業員の勤労に存するから，将来の支給額を当該従
業員の在職中の各期間に割り当てて費用に計上するとともに，これに見合う金
額を退職給与引当金として負債に計上するのが，発生主義会計における適切な
処理である。１０）
企業会計においては，こうした発生主義による退職給与引当金の取扱いは定
着しているが，税務会計においては，次に述べるように，その時どきの状況に
よって，その取扱いは変遷している。１１）
 昭和２２年：支給額の損金算入
戦後の民主化政策により，昭和２２年，退職金制度を就業規則による制度と
して認知され（労働基準法第８９条３項），従業員は退職給与金を受け取る権利
を持ち，企業はそれを支払う義務があるものとしてとらえられている。１２）そこ
で，法人税法（昭和２２年法律第２８号）も退職給与金の損金算入を認めること
になった。その当時の退職給与金の取扱いは次のようであった。
法人が役員または使用人に対して支給した退職給与金は，それが費用として
処理されていようと，あるいは利益処分として処理されていようと，支給した
退職給与金は損金に算入することができた（基本通達２７２）。まさに，退職給
与金の損金算入の要件は，当該役員または使用人が現実に退職し，退職給与金
を実際に支給することであり，それを法人が損金経理していようといないとに
かかわらず，損金に算入することができた。したがって，法人が在職している
役員または使用人に対して設定した退職給与金引当金は損金に算入することは
なかった（基本通達２７３）。なお，こうした取扱いは当時の判例においても支
持されている。１３）
このように，法人税法制定当初においては，役員または使用人が現実に退職
し（退職事実の確定性），退職給与の金額が確定していれば（金額の確定性），損
金として処理した場合だけでなく，利益処分として処理していても，退職給与
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金が支給されてさえいれば，損金経理の要件はなく，法人税の申告においては，
その支給した退職給与金は損金に算入することができた。まさに実際に退職給
与金を支給している事実が退職給与金の損金算入の要件であり，その要件が満
たされないかぎり，損金に算入することはできなかった。したがって，たとえ
就業規則において退職に関する事項の定めがあり，それに基づいて退職給与引
当金を設定したとしても，それは退職という事実を伴うものでもなく，退職給
与金が実際に支払われておれず，引当額も見積もりにすぎず，確定していない
ので，退職給与金引当金を損金に算入することは認められなかったのである。
 昭和２７年：退職給与引当金の損金算入
昭和２７年，法人税法が改正され，法人税率が３５％から４２％へと大幅に引き
上げられたことにともない，この法人税率引き上げによる税負担の増加を緩和
し，法人の資本蓄積に資するために，退職給与引当金を損金に算入することが
法人税法において認められたといわれている。１４）
この改正によって，青色申告書を提出する法人で，退職給与規定を定めてお
り，その規定にしたがって従業員の退職金費用に充てるために，損金経理して
いる退職給与引当金繰入額については，次のイまたはロのいずれか低い金額ま
で，法人の所得の計算上，損金に算入することができた。ただし，労働協約に
よらない退職給与規定の場合には，イの金額はハの金額が限度となっていた。
イ 当期末退職給与要支給額から，前期末退職給与要支給額を控除した金
額
ロ 各期末において，特定預金等１５）の４倍相当額から，当期末における
前期から繰り越された退職給与引当金勘定の金額を控除した金額
ハ 当期末在籍従業員の給与総額の４％
この昭和２７年の税法改正は，退職という事実がなく，また退職給与金の金
額が未確定であっても，期末要支給額の１００％を退職給与引当金として損金に
算入することを認めるものであり，発生主義会計が法人税法において容認され
た画期的なものと考えることができる。ただ，退職給与引当金の４分の１は特
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定預金等による資金的な裏付けがあることが要件となっており，これらの特定
預金等は特別の勘定科目を設ける必要はないが，退職給与金の支給に充てるた
めに特別に所有していることが確認できるように補助簿等で明確にされる必要
があった。また，当時の退職給与引当金の計算は，全従業員の要支給額の
１００％を個別に計算し，それを各人別の退職給与引当金として管理されてい
た。したがって，従業員が退職した場合には，当該従業員に対して積み立てら
れている退職給与引当金が取り崩されることになっていた。この意味では，退
職給与引当金は個々の従業員に対する個別債務概念として捉えられていたもの
と考えることができる。
 昭和３１年：累積限度額の縮減（その１）
昭和３１年の税制改正において，所得税の減税が行われ，それを補するた
めに，退職給与引当金の改正が行われた。前述したように，それまでは，退職
給与引当金の累積限度額は期末要支給額の１００％であったが，この改正によっ
て，その繰入限度額は期末要支給額の５０％に半減された。その論拠として援
用されたのが将来キャッシュフローの現在割引価値思考であった。そこでは，
従業員の平均在職余命年数８年とし，要支給額を８％で割り引くと，退職給与
引当金の現在価値は要支給額の５０％相当になるというものである。１６）
この改正案に対しては，当然のことであるが，納税企業のサイドから，次の
ような多くの批判と反対意見が示された。１７）
１．退職給与引当金は将来確実に発生する債務であり，それが確定債務であ
る以上，退職金の要支給額の２分の１とすることは負債性引当金の著し
い過少表示をまねくものであり，こうした改正は従来税務当局が企業利
潤の確定についても指導方針として堅持してきた発生主義の原則を自ら
放棄するものである。
２．企業の租税負担を著しく増加せしめるものであり，退職給与引当金制度
のみを改正して法人税を増徴しようとすることは政府の国民に対する信
義と誠実を裏切るものである。
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３．退職給与引当累積限度額を２分の１にすることは企業資本の蓄積と経営
財務の健全化を助長しようとする政府の諸施策に逆行するものである。
４．現在（昭和３１年），退職給与引当金の４分の１相当額を特定預金として
積み立てることとされているが，もしも繰入累積限度額を現在の２分の
１相当額とし，特定預金の率はそのまま維持された場合において，既に
累積限度額を超過した企業においては，繰入限度額の計算，積立金の取
崩方法等が非常に複雑となり，かつまた特定預金に含まれる生命保険契
約の今後の取扱いあるいは退職給与金制度自体に対する影響も大きく，
合理的な企業経営を阻害する懸念が大である。
５．企業経営協会の主要な会員企業１０２社のうちの６８％の企業が，現在既
に改正案の引当累積限度額以上の引当金を計上済みであるから，改正案
が実施された場合には，６８％の会社は，将来当分の間は全然引当金の損
金算入が認められなくなり，従来に比して著しい法人税負担の増加を余
儀なくされる。
こうした産業界からの強い反対意見があったが，法人税法は退職給与引当金
の累積限度額を期末要支給額の５０％に縮減することで改正された。なお，そ
れまで法人に求められていた特定預金等による繰入限度額の制限は廃止され
た。この廃止によって，退職給与引当金を設定することによって留保された資
金はすべて再投資することが可能になり，企業は，その分だけフリーキャッ
シュフローを増加させることができるようになったのも事実である。
 昭和５５年：累積限度額の縮減（その２）
昭和５５年の税制改正の要綱（昭和５５年１月１１日閣議決定）は財政再建元
年と位置づけられ，給与所得控除の見直し及び退職給与引当金の累積限度額の
適正化，利子・配当所得等について総合課税への移行，企業関係租税特別措置
等の大幅な整理合理化，電源開発促進税の税率の引上げ等，多くの税収増を盛
り込んだ内容であった。そうしたなかで，定年延長等により従業員の平均在籍
余命年数が従来の８年から１２年程度に延び，退職給与金の割引期間が長く
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繰入最終年度
廃　　止
取　　崩
事業年度
平成１０．４．１
以後開始
平成１１．４．１
以後開始
平成１２．４．１
以後開始
平成１３．４．１
以後開始
平成１４．４．１
以後開始
平成１５．４．１
以後開始
累積限度
３７％ ３３％ ３０％ ２７％ ２３％ ２０％
割 合
大 法 人 ４年間 平成１９年
中小法人
協同組合
１０年間 平成２５年
退職給与引当金の縮減・廃止のプロセス
なったことにかんがみ，退職給与引当金の累積限度額は，従来の期末要支給額
の５０％から４０％に引き下げられた。
以上のように，退職給与引当金の累積限度額は，期末要支給額の１００％から
出発し，５０％へと縮減され，さらに４０％へと縮減されたが，その妥当性はと
もかくとして，退職給与引当金縮減の論拠として現在割引価値の思考が援用さ
れていたのである。
 平成１０年：引当金の段階的廃止
その後，退職給与引当金の縮減は続く。平成１０年４月１日事後開始する事
業年度から累積限度額割合は４０％から段階的に引き下げられ，平成１６年３月
３１日開始事業年度までに２０％まで縮減しなければならなくなった。なお，退
職給与引当金の繰入は平成１４年４月１日開始事業年度の２７％の繰入が最後と
なり，それ以後開始する事業年度からは，退職給与引当金は大法人では４年
間，中小法人及び協同組合等にあっては１０年間で取り崩し，廃止されること
になったのである。その結果，税務上の退職給与引当金は，大企業においては
平成１９年４月１日開始事業年度，中小法人及び協同組合等においては平成２５
年４月１日開始事業年度において完全に廃止されることになる。
このように，法人税法において退職給与引当金が縮減され，ついには廃止さ
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れるに至った背景には，ア退職給与引当金を利用する企業と利用しない企業と
の間で税負担のアンバランスが生じており，イ労働の流動性を抑制している可
能性があり，ウ労働者の受給権を保全する観点からは外部拠出の年金制度の方
が望ましく，退職給与引当金についてはさらに抑制することが適当であるとい
う税制調査会の意見があった。１８）
確かに，国税庁の調査によると，１９）次表に示すように，法人の資本規模別の
退職給与引当金の利用にはかなりのバラツキがある。資本金１，０００千万円未満
の中小法人においては，ほとんど利用されていない。これは，税制調査会の指
摘するように，中小企業退職金共済制度などの外部拠出制度を利用しているケ
ースが多いのかもしれない。また，退職金制度を設けるかどうかは任意である
ので，中小企業には退職金制度そのものがない
ケースがあるのかもしれない。いずれにしろ，
退職給与引当金の利用率は，資本金の規模が大
きくなればなるほど高くなっているので，退職
給与引当金が廃止されることによる影響は大企
業ほど大きかったということができよう。
法人税法における退職給与引当金の縮減及び
廃止による課税ベース拡大の影響は大きく，上述の国税庁の調査によると，次
表のように，その縮減が始まった平成１０年度の退職給与引当金を利用してい
る法人は１１２，６５０社，残高は１４兆３０億円に達していたが，その後漸減してい
る。
この退職給与引当金の縮減・廃止による平成１３年度以降の税収増を，実効
税率４０％として単純計算すれば，実に５兆６千億円に達し，課税ベース拡大
による税収の確保は十分にできたといえよう。周知のように，大会社や金融商
品取引法適用会社は退職給付会計基準に準拠した会計処理を行わなければなら
ない。その結果，これらの会社においては企業利益と課税所得との差異は拡大
する傾向にある。また，退職給付会計基準の適用が求められない税法依存の強
資本金区分 利用率
１，０００万円未満 ０．４％
１，０００万円以上
１億円未満
６．９％
１億円以上
１０億円未満
４３．６％
１０億円以上 ６１．８％
資本規模別利用率
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い中規模企業においては，退職給与引当金ないし退職給付引当金の設定を止め
る企業が増加するかもしれない。それは発生主義会計の後退を意味し，会計が
有用な情報を提供することが困難になるばかりでなく，負債の網羅性に欠けた
財務諸表に基づく利害調整（分配）が行われるリスクも否定できない。このよ
うに，退職給与引当金をはじめとする引当金の廃止等による課税ベース拡大が
会計実務に与える影響は小さくない。
８．お わ り に
周知のように，わが国における課税所得計算は確定決算基準によって行わ
れ，企業会計と税務会計とは独立した関係にありながらも，申告調整によって
結び付いている。しかし，法人税法等の取扱いのなかには，企業会計において
損金経理することを求めているものもある。その結果，とりわけ中小企業の会
計実務においては，税法に依存する企業会計の税務会計化が進むことになる。
こうした状況のなかで課税ベース拡大の流れが加速すると，発生主義を基軸
とした企業会計の実務が大きく影響を受け，その健全な発達を阻害することに
もなりかねない。これを防止するためには，とりわけ中小企業会計基準の確立
とその実務での定着が必要である。健全な会計のないところに，健全な企業経
営は育たないといわれる。健全な会計の発展のためには，会計のトライアング
ル体制のなかで，企業会計は税務会計との適切な棲み分けをさらに模索する必
要がある。
年 度 利用法人数 利用割合 期末残高
平成９年度
社
１１２，２５２
％
４．６
億円
１４０，１２８
平成１０年度 １１２，６５０ ４．５ １４２，０３０
平成１１年度 ９７，１１８ ３．８ １２３，５７８
平成１２年度 １０２，４８７ ４．０ １１１，１５０
平成１３年度 １０２，５６９ ４．０ ９６，９９４
退職給与引当金の利用と残高
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注１）この基準の導入については，税法が企業会計に歩み寄ったという解釈もあるが，法人税
法の課税所得計算を簡素化するためであり，特に企業会計との調整を目論んだ規定ではな
いという見解もある。武田昌輔「課税所得と企業利益－課税所得は企業会計と袂を分かつ
べきか－」，『産業経理』，１９９５年１０月，２ページ，参照。
２）税法が損金経理を内容とする確定決算基準の適用を拡大して，企業会計上費用と認めら
れない項目についてまで損金経理を要求することは妥当でないとの意見がある。『税法と
企業会計との調整に関する意見書』（昭和４１年１０月１７日）４。
３）『課税小委員会報告』平成８年１０月，第１章３．。
４）国税庁「平成１９年度法人企業の実態８会社標本調査結果」によれば，連結子会社法人
（６，１３０社）を除いた２５８万８，０８４社のうち，欠損法人は１７３万５，４５７社であり，欠損法人
の割合は実に６７．１％となっている。
５）諸外国の税制改革における法人税率の引き下げの詳細については，大渕博義「課税所得
概念と課税ベースの見直し－税務会計学から－」，日本租税理論学会（編）『法人税改革の
論点』，谷沢書房，１９９８年１１月，６６－６７ページ。
６）武田隆二，「法人課税の在り方」，『税経通信』，１９９７年２月，１９－２０ページ，参照。
７）前掲論文，１８ページ，参照。
８）引当金と並んで発生主義の典型である減価償却に関しては，耐用年数の見直し，残存価
額の廃止（１円の備忘価額），２５０％定率法の創設など，損金計上の前転・所得の後転をも
たらす税制改正も行われている。ただ，建物については定額法だけが認められ，定率法を
選択することはできなくなった。建物の取得価額は一般的に高額であり，しかも耐用年数
が長いことを考慮すれば，その損金計上の後転による課税ベース拡大が産業界に与える影
響は少なくない。
９）特別修繕引当金は廃止されたが，特別修繕準備金を損金経理した場合には連結所得の金
額の計算上損金算入することができる措置が講じられた（租税特別措置法第６８条の５８）。
１０）櫻井久勝，神戸大学会計学研究室（編）『第６版会計学辞典』，同文舘出版，２００７年８
月，８０５頁，参照。
１１）退職給与引当金制度の変遷については，鈴木一水「退職給付会計基準と税務処理」，『税
務会計研究』第１４号，２００３年９月，８３－１１０ページ，参照。
１２）吉田和生「税制と退職給与引当金政策の分析」，『産業経理』１９９５年１０月，７８ページ。
１３）法人税法違反被告事件（昭和２４年９月１２日，大阪地裁）では，「退職に伴う給与金は
現実に退職の際支給されるべきものであって，退職の確定，退職給与金の確定の時をもっ
て会社債務が発生するものと解すべきものであり，…。」と述べられている。志場喜徳郎，
『法人税法』，日本評論新社，１９５５年，１２月，１７１－１７２ページ，参照。
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１４）吉牟田勲『退職金』，税務経理協会，１９７１年８月，４７ページ，参照。
１５）特定預金等とは退職給与金の支出に充てるために特別に法人が所有する資産であり，イ
預金の金額，ロ合同運用信託の金額，ハ従業員を被保険者とする生命保険の保険料の払込
金額で大蔵省令で定めるもの，ニ国債証券または地方債証券の取得価額，ホ社債券等の取
得価額，ヘ証券投資信託の受益証券の取得価額がそれに当たる。なお，営業用の当座預
金，売買等を目的として所有する有価証券等は含まれない。
１６）１，０００，０００円を期間８年，割引率８％で割り引けば，その現在価値は５４０，２７０円（５４％）
となる。また，１，０００，０００円を期間１２年，割引率８％で割り引けば，その現在価値は
３９７，１１３円（３９％）になる。
１７）企業経営者協会「退職給与引当金制度の改正に関する意見書」，昭和３１年２月２１日。
１８）平成８年度税制調査会法人課税小委員会報告第２章６。
１９）http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/kaishahyohon２００１/menu/０８.htm。平成２１年９月
３０日。
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